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国土交通省住宅局建築指導課

改正法施行の前後における

建築確認と工事着工に係る規定の適用関係について

建築行政の推進については、日頃よりご理解、ご協力を賜り感謝申し上げます。

さて、ご承知のとおり、平成１９年６月２０日から「建築物の安全性の確保を図

るための建築基準法等の一部を改正する法律 （平成１８年法律第９２号）が施行さ」

れることとなっております。

今回の改正においては、構造計算適合性判定制度の導入や階数が３以上の共同住

、宅に対する中間検査の義務付けなど大幅な改正事項が措置されているところですが

施行期日や経過措置など改正法令の適用関係について多くの照会を受けていること

を踏まえ、別紙のとおり、改正法施行の前後における建築確認と工事着工に係る規

定の適用関係を整理したので、参考にして下さい。

、 、また 貴管下の特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検査機関に対して

この旨周知して下さい。

なお、国土交通省においては、平成１９年度におきましても建築基準法第７７条

の３１第１項に基づく検査を抜き打ち形式で行う予定であり、改正法施行前後にお

ける確認検査業務が適正に行われているかどうかについては、特に重点的に検査す

る予定であることを申し添えます。
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